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Abstract:	 �The effects of C and N on solid solution strengthening and grain refinement strengthening were quanti-
tatively evaluated using various austenitic stainless steels in which C and N were added independently to 
Fe-18 mass%Cr-12 mass%Ni alloys. As a result of evaluating the amount of solid solution strengthening 
from the intercept value in the Hall-Petch relationship, it was confirmed that N has a stronger solid solu-
tion strengthening capacity than C. On the other hand, the addition of C and N increased the slope of the 
Hall-Petch relationship, the so-called Hall-Petch coefficient, and the amount of grain refinement strength-
ening increased. Comparing the effects of C and N, there was no significant difference in the effect of 
increasing the Hall-Petch coefficient between the two elements at the same amount of addition. The 
critical grain boundary shear stress measured by nanoindentation tests and the Hall-Petch coefficient cor-
responded well for both steels, demonstrating that the increase in critical shear stress due to the addition 
of C and N results in increased grain refinement strengthening. However, the amount of grain boundary 
segregation was calculated to be considerably higher for C than for N, suggesting that N is more effective 
than C in increasing the critical grain boundary shear stress.

Keywords:	� Hall-Petch relationship; aus-
tenitic stainless steel; carbon; 
nitrogen; grain boundary segre-
gation.
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1.  緒言

金属材料の強化機構のひとつである固溶強化は，粒内の
金属基地中に固溶した溶質原子と運動する転位との相互作
用によって引き起こされる。一般に固溶に伴う格子ひずみ
が大きいほど固溶強化量は大きくなり，鉄鋼材料の場合，
八面体空隙に侵入型で固溶する炭素（C）や窒素（N）がと
くに高い固溶強化能を示す。一方，鉄中にCやNが固溶す
ると，固溶強化とは異なる強化機構である結晶粒微細化強
化も増大することが明らかにされている 1–3）。結晶粒微細
化強化された多結晶材料の降伏応力σyは，結晶粒径dの関
数として次式のホールペッチ（Hall-Petch）の関係で表現さ
れる。

    （1）

ここで，σ0は摩擦力，kyは結晶粒微細化強化の強化能を
示す係数でありHall-Petch係数と呼ばれる。Takedaら 1）は
固溶限内の微量のCとNをそれぞれ単独で添加したフェラ
イト鋼についてHall-Petchの関係を調査し，結晶粒微細化
強化に対してNの影響は小さいが，Cの添加量が増大する
ほどkyが上昇し，結晶粒微細化強化が顕著となることを報
告している。C添加に伴うkyの上昇については，Wilson4）や
Takahashi5）らの考察により，粒界偏析したCと関係するこ
とが示唆されており，上述のkyに及ぼすCとNの効果の相
違は，両元素の粒界偏析傾向の相違とよく対応することが
示されている。

粒界偏析によってkyが変化する原理は，HallとPetchが
提唱したパイルアップ（Pile-up）モデル 6,7）にて説明するこ
とができる。すなわち，堆積した転位によって生じる粒界
での応力集中がある限界値（臨界粒界せん断応力：τcr）を
超えると，粒界から新たな転位が生み出されてミクロ降伏
が起こるという考えである 8）。パイルアップ理論に基づく
と，kyは次のように τcrの関数として表すことができる。

    （2）

ここでMはテイラー因子，Gは剛性率，bはバーガース
ベクトルの大きさ，kは転位の性格に依存した定数である。
上記の式中で，τcr以外の因子はすべて材料に依存したパラ
メータであり，粒界偏析の程度とは無関係である。つまり，
kyは τcrに依存して変化すると考えられ，Cの粒界偏析に
よって τcrが増大すると考えれば，Cによる結晶粒微細化強
化量の増大をうまく説明できる。実際にArakiら 9）は，フェ
ライト鋼の粒界上でナノインデンテーション試験を行うこ
とで，pop-in荷重から τcrを測定する手法を提案し，その実
測値が引張試験で得られるkyと式（2）から求められる τcrに
合致することを確認している。
以上の議論は，BCC構造を有するフェライト鋼のみな

らずFCC構造を有するオーステナイト鋼でも同様に展開
できると考えられる。とくにオーステナイトはフェライト
に比べてCやNの固溶限が大きいため，強度が要求される
オーステナイト系ステンレス鋼には，高濃度のCとNが添
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加された鋼種がある。とくにNはCよりも強化能が高いと
され，1 mass%近く添加された実用材料も存在するが，そ
の鋼での強化機構は一般に固溶強化で説明されることが多
い。NとCrの I-S（Interstitial–Substitutional atoms）効果が固
溶強化に作用しているとの報告もあるが 10），いずれも粒内
の転位運動に関する議論であり，粒界の強度が関与する結
晶粒微細化強化で両元素の強化能の差異が議論されること
はほとんどない。しかし一方で，オーステナイト系ステン
レス鋼においては，kyがN添加によって増大するとの報告
があり 11–14），オーステナイト系ステンレス鋼におけるCお
よびNによる強化機構を理解するには，固溶強化と結晶粒
微細化強化を分離して，それぞれCとNの強化能の相違を
定量的に評価する必要があると考えられる。
本研究では2つの強化機構の分離法として，Hall-Petchプ

ロットの切片で与えられるσ0で粒内での固溶強化を評価
し，そこからの強度上昇分を粒界に関係する結晶粒微細化
強化と見なすことで両者の分離を試みた。さらに，ベース
組成を同一としたオーステナイト系ステンレス鋼（Fe-18 
mass%Cr-12 mass%Ni）に，種々の濃度のCとNを単独添加
し，各元素の強化能の相違について定量評価を行った。ま
た，kyと τcrとの関係を明らかにするため，粒界上でのナノ
インデンテーション試験も実施した。

2.  実験方法

Table 1に本研究で用いた供試材の化学組成を示す。CN
無添加鋼（0CN）およびC添加鋼（0.03C, 0.06C, 0.1C, 0.2C）
については，Fe-18 mass%Cr-12 mass%Niをベース組成と
し，C添加鋼については加炭材（高炭素フェロクロム）の量
でC濃度を調整し，真空溶解により作製した。得られた厚
さ30 mmのインゴットを1473 Kに加熱後，厚さ3 mmまで
熱間圧延し，その後1473 Kで1.8 ksの焼鈍を行い供試材と

した。一方，N添加鋼（0.08N, 0.15N, 0.25N, 0.3N）について
は，上記の0CN材を厚さ3 mmまで熱間圧延した後，1473 
K-0.1 MPaのN2-Ar混合ガス中に14.4 ks保持し，試料全体
でN濃度が平衡値に達するまでNを吸収させた（固相窒素
吸収法 15））。N量が異なる試料を作製するには，オーステナ
イトへの平衡N濃度がN2分圧の平方根に比例するという
Sievertの法則に基づき，N2ガスとArガスの混合比を種々
変化させて調整した。上記各試料の結晶粒径を変化させる
ため，厚さ0.75 mmまで冷間圧延し（圧延率：75%），1373
～1523 Kの温度範囲で最大7.2 ksの焼鈍を行い再結晶させ
た。その後水冷することで種々の粒径を有する試料を作製
した。
得られた各試料について，電界放出型走査電子顕微鏡

（FE-SEM：Carl Zeiss Microscopy製 , SIGMA500）を用いた
電子線後方散乱回折（EBSD）法により結晶方位マップの
取得を行い，求積法により公称粒径を決定した。求積法を
行う際の双晶境界の扱いについては，これがオーステナイ
ト粒界と同様に運動転位の障壁となる役割を果たすと考え
られるため，オーステナイト粒界と同様の結晶粒界と見な
して計算した。
得られた全ての試料に対して引張試験を行い，Hall-

Petchの関係に従って0.2%耐力を整理した。引張試験の条
件として，試験片の平行部形状を3w×20l×0.75t mm，測定
温度を室温（約300 K），変形速度をクロスヘッドスピード
で1.0 mm/min（初期歪速度8.3×10－4 s－1）とした。
臨界粒界せん断応力の評価には，Berkovich型の圧子を
用いたナノインデンテーション試験機（Bruker製 , Hysitron 
TI950 Triboindenter）を使用した。具体的な測定方法 16,17）と
しては，粒界の直上から圧子を押し込む際に生じるpop-in
と呼ばれるひずみバースト 18）を粒界からの転位放出に起
因する現象と見なし，次式を用いて得られる荷重Pと最大
せん断応力 τmaxの関係 19）から，pop-in荷重Pcに対応する臨
界粒界せん断応力 τcrを求めた。

    （3）

ここで，E*は複合ヤング率，Rは圧子先端の曲率半径で
ある。E*は，除荷曲線から求め，全試験結果の平均より180 
GPaとした。Rは，pop-in発生前の荷重P-変位h曲線の傾き
から，次式のように与えられるHertzの接触モデル 19）より
800 nmと求めた。

    （4）

ただし，ナノインデンテーション試験で正確な値を得る
には，試料表面の加工層を除去し転位がほとんど含まれて
いない部分で試験する必要があるため，バフ研磨で鏡面仕
上げした後にさらに電解研磨で表面から50 µm以上を除去

Table 1.  �Chemical compositions of specimens used in this study 
(mass%).

Cr Ni C N Fe
0CN 18.0 11.8 0.001 0.001 bal.

0.03C 17.9 11.8 0.028
(0.129 at%) 0.002 bal.

0.06C 17.9 11.8 0.057
(0.263 at%) 0.002 bal.

0.1C 18.2 12.0 0.097
(0.446 at%) 0.002 bal.

0.2C 18.1 11.9 0.198
(0.907 at%) 0.003 bal.

0.08N 18.0 11.8 0.001 0.08
(0.316 at%) bal.

0.15N 18.0 11.8 0.001 0.15
(0.591 at%) bal.

0.25N 18.0 11.8 0.001 0.25
(0.982 at%) bal.

0.3N 18.0 11.8 0.001 0.30
(1.176 at%) bal.
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した試料について測定を行った 20）。また，測定結果が表面
起伏の影響を受けると報告されていることから 21），粒界の
段差が10 nm以下になるように電解研磨条件により調整し
た。また，粒界の力学特性が粒界性格に依存すると考えら
れるため 22），ND方向から見ると（101）に近い面に挟まれ，
かつ，TD方向から見ると方位差角が15°以上の大傾角粒界
に限定して測定する対象を選択した。粒界の表面起伏の測
定には，ナノインデンテーション試験機に搭載された走査
型プローブ顕微鏡（SPM）を使用し，その画像から粒界直
上を狙って試験を行った。さらに試験後にEBSD解析によ
り圧痕と粒界の位置関係を確認し，圧痕中心が粒界から0.5 
µm以内のデータのみ評価に用いた。0.5 µmは圧痕の端が
粒界にかかる限界の距離である。各試料に対する評価を行
うにあたり，複数の粒界で合計20点以上の測定結果を総合
的に判断して行った。
各鋼種の粒界偏析量については，Hillert-Ohtaniモデ

ル 23–25）により平衡粒界偏析濃度を計算した。Hillertの粒界
相モデル 23）によると，A-B二元系における結晶粒界を一定
の厚みを持つ粒界（GB）相とみなし，GB相内の原子数は
一定であると仮定した場合，マトリックス（M）相とGB相
との相平衡により，以下の関係式が得られる。

    （5）

ここで，µは化学ポテンシャルであり，右下の添え字は
原子の種類，右上の添え字は相の種類を表す。つまり，式
（5）はM相とGB相における各成分の化学ポテンシャルの
差が等しいことを示し，M相とGB相の平衡は各相のGibbs
エネルギー曲線の平行接線で表される。この関係を四元系
に拡張した場合についても，同様にM相とGB相における
各成分の化学ポテンシャルの差が等しい条件を考えれば良
い。

    （6）

このとき，M相のGibbsエネルギー超曲面における組成
X Mでの超接平面を，GB相のGibbsエネルギー超曲面に接
するように平行移動させたときの接点X GBがGB相の組成，
つまり平衡粒界偏析濃度を表す。ここで，GB相のGibbsエ
ネルギーは未知であるが，Ohtaniによって粒界の熱力学的
パラメータを液相のパラメータで置き換えた場合，偏析エ
ネルギーの計算値が実験値と良い一致を示すことが報告
されている 24）。そのため，本研究ではGB相のGibbsエネル
ギーとして液相のGibbsエネルギーを融点以下の温度まで
外挿したものを用いた。なお，合金炭化物等の析出や結晶
粒径の変化による影響はないと仮定し，M相（オーステナ
イト相）とGB相（液相）の平衡より偏析量を計算した。計
算には，熱力学計算ソフトウェアThermo-Calc.および鋼 /
鉄合金データベースTCFE12を用い，計算条件は温度1473 
K，物質量1 mol，圧力101325 Paとした。

3.  結果および考察

3・1　固相窒素吸収処理による窒素含有鋼の作製
Fig.1に種々のN2分圧で平衡濃度までNを吸収させた試

料のN濃度をN2分圧の1/2乗（PN
1/2）で整理した結果を示す。

N2とArの混合比によってN2分圧を最小71 Pa1/2（N2：Ar＝
1：19）から最大201 Pa1/2（N2：Ar＝2：3）の間で変化させ
た結果を示しており，N濃度が0.08 mass%から0.3 mass%
まで4段階に異なる試料が得られていることがわかる。試
料のN濃度はPN

1/2に対して直線的に増大しており，Sievert
の法則が成立していることを確認できる。なお，得られた
試料の板厚方向の硬さ分布が均一であることを確認してお
り，試料の中心部まで平衡濃度のNが吸収されたと考えて
よい。
固相窒素吸収処理ままの試料においては，長時間の高温

保持により結晶粒径が約200 µm程度まで成長している。
それを冷間圧延と焼鈍によって再結晶させ，粒径を様々に
調整した。Fig.2に得られた試料の組織観察結果の一例とし
て，種々の条件で再結晶させた0.06Cおよび0.08Nの結晶
方位マップおよび逆極点図を示す。また図中には求積法で
求めた結晶粒径を記入している。いずれの焼鈍温度および
焼鈍時間で熱処理した試料においても等軸な再結晶組織が
観察され，結晶粒の結晶方位はほぼランダムに分布してい
る。各試料において粒径はおおよそ数～200 µmの範囲で調
整されており，Hall-Petchの関係を求めるために十分な粒
径変化が得られている。
3・2　�CとNを含有するオーステナイト系ステンレス鋼の降伏

強度と強化機構
Fig.3に微細粒と粗大粒の応力ひずみ曲線を0.2Cと0.15N

で比較した結果を示す。CとNの含有量および結晶粒径が
違うため厳密には比較できないが，CよりもN添加鋼の降
伏強度が明らかに高い傾向を示す。これらの応力ひずみ曲

Fig. 1. �Relationship between N2 partial pressure and N 
concentration.
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線から0.2%耐力を読み取ることで作成したC添加鋼（a）
およびN添加鋼（b）のHall-PetchプロットをFig.4に示す。
切片が式（1）に示すσ0であるが，CよりもN添加による上昇
量が大きくなっている。摩擦力は転位が運動する際の抵抗
力に相当し，一定の温度とひずみ速度のもとでは，固溶強化

のみに依存する値である。結晶粒微細化強化能に相当する
直線の傾きkyもCおよびNの添加とともに上昇している。

Fig.5にC，NとHall-Petchプロットの切片から求めたσ0

の関係を示す。CよりもN添加による上昇量が大きい。ま
た，いずれにおいても含有量とσ0が直線関係であるとみな

Fig. 2. Crystallographic orientation maps and inverse pole figures of 0.06C (a) , 0.08N (b). (Online version in color.)

Fig. 3. Stress-strain curves of C-added steels (a) and N-added steels (b).
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すと，それぞれのσ0を次式で表すことが可能である。

    （7）

    （8）

つまりCよりN添加による固溶強化能が大きいという
ことになるが，鉄中でのCとNの原子サイズに大きな差
はなく，同量添加した時の格子定数変化が同等であるこ
とから，固溶強化の一般論からだけでは説明できない 26）。
Monmaら 27）は，α鉄においてCやNの侵入型固溶原子
（Interstitial atoms）とCr等の置換型固溶原子（Substitutional 

atoms）は I-S対を形成し，転位運動の抵抗となり強度を上
昇させると報告している。近年では，α鉄において I-S相互
作用を計算で求める研究が進み，Numakuraら 28）は，侵入型
固溶原子でもCよりNの方がCrとの引力相互作用が強い
こと等を報告している。これらのことから，本研究におい
てCよりN添加による固溶強化能が大きい理由はN-Cr対
の I-S効果が作用している可能性が考えられる。

Fig.6にCおよびN添加量とkyの関係を示す。質量%で整
理したとき，C，N量の増加に伴いkyは同様に上昇すること
が明らかとなった。それを数式化すると下記のようになる。

    （9）

式（1）にあるように，降伏強度は固溶強化を含む摩擦力
と結晶粒微細化強化量の合計である。したがって，CやN
を含むオーステナイト鋼の降伏強度は式（7）～（9）をまと
めて以下のように表される。

    （10）

    （11）

Fig. 4. Hall-Petch plots of C-added steels (a) and N-added steels (b).

Fig. 6. �Relationship between C or N content and Hall-Petch 
coefficient (ky).

Fig. 5. �Relationship between C or N content and friction stress 
(σ0).
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3・3　C，Nによる粒界強化とHall-Petch係数との関係
緒言で述べたように，Hall-Petch係数がパイルアップ理

論に基づき式（2）に従うならば，τcrがCやNによって上昇
したということになる。それを実験的に証明するため，ナ
ノインデンテーション試験により τcrを実測し，kyとの関係
を調査した。実験方法で述べたように，粒界の直上から圧
子を押し込み，その際のpop-in荷重から τcr測定を試みた。
Fig.7（a）にナノインデンテーション試験を行った試料表
面で観察されたSPM像の一例を示す。圧子を押し込む粒界
の位置については，SPMにより観察される粒界起伏情報を
基に推定した。Fig.7（b）には，ナノインデンテーション試
験後に（a）と同位置から得たEBSD-IPFマップを示してい
る。ただし本マップ上には，粒界と圧痕の位置を明確にす
るため，イメージクオリティー（IQ）マップも重ねて表示
している。この画像から粒界を狙ったインデンテーション
が実際に粒界上に押し込めたのかを確認できる。本結果の
場合，右上の圧痕は正しく粒界上に押し込めているが，左
下のものは明らかに外れている。実験方法にも述べたよう
に，本研究では粒界と圧痕の中心部が0.5 µm以下のものを

データとして採用している。Fig.8には，0CN，0.1C，0.08N，
0.3Nについてナノインデンテーション試験を行った結果
得られた荷重 -変位曲線の代表例を示す。いずれの試料に
おいても変位が急激に進展するpop-in現象が観察されてお
り，このpop-in荷重Pcを式（3）に代入することで転位の生
成・増殖が生じる臨界応力 τcrに換算した値を求めること
ができる。Fig.9にC，N添加量と τcrの関係を示す。ただし，
pop-in現象が確率論的な熱活性化過程であることに加え
て 29），既述のように粒界と圧痕の位置に多少のずれを許容
していることにも起因して，τcrの測定値のばらつきは大き
い。平均値で傾向を評価すると，τcrはCおよびN添加量の
増加に伴い上昇し，おおよそ4.5～5.5 GPaの範囲で推移し
ていることがわかる。これらの τcrの値は，粒内における転
位の運動に必要とされる摩擦力に比べると著しく大きく，
粒界での転位の放出にはパイルアップ転位による高い応力
集中が必要であることを示唆している。C鋼およびN鋼に

Fig. 9. �Relationship between C or N content and critical grain 
boundary shear stress (τcr).

Fig. 7. �Example of SPM map (a) and IPF + IQ map (b) after 
nano indentation. (Online version in color.)

Fig. 8. �Examples of load-displacement curves during nano 
indentation.
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おける τcrの上昇傾向に着目すると，CおよびN添加量の効
果に大きな相違は認められず，kyと同様の挙動を示してい
る。以上の結果はフェライト鋼での過去の報告結果 1–3,9）と
定性的には一致するものである。ここで式（2）が成立する
ならば，kyは τcrの平方根に比例して上昇するはずであるの
で，Fig.10にkyを τcrの平方根で整理した結果を示す。C鋼
とN鋼のいずれの場合も τcr

1/2に対してkyが直線的に上昇し
ていく傾向を示すことが確認された。このように，オース
テナイト系ステンレス鋼においてもフェライト鋼と同様
に，CおよびNの添加による τcrの上昇によって結晶粒微細
化強化の増大がもたらされることが実証された。
3・4　CおよびNの粒界偏析挙動
これまでのフェライト鋼に関する研究では，τcrが合金元

素の添加で増大する理由を溶質元素の粒界偏析によるもの
と説明してきた 1–3,9）。実際，緒言で述べたCやNを含むフェ
ライト鋼については，3DAPで測定された粒界偏析量と τcr，
ならびにkyがよく対応することが実証されている 2,3）。今
回の試料については3DAPによる粒界偏析濃度の測定を
実施するには至らなかったが，近年では熱力学的計算によ
り平衡粒界偏析濃度を計算する手法が発達している。本研
究では，粒界相（液相）と母相間の相平衡を考えるHillert-
Ohtaniモデルを用い，CおよびNの平衡粒界偏析濃度を計
算した。Fig.11はHillert-Ohtaniモデルにより1473 Kにおけ
るオーステナイト粒界へのCおよびNの平衡偏析濃度を
計算した結果を示す。C，Nともに粒界偏析を起こすこと
がわかるが，その傾向は両者で大きく異なる。Nの粒界偏
析濃度は添加量の1.9～2.0倍であるのに対し，Cでは4.4～
5.0倍もの粒界偏析が生じるという計算が得られている。
一般に固溶限が大きい溶質元素は粒界偏析を生じ難いこ
とが知られており 30），オーステナイトに対してはNのほう
が固溶限が大きいため，Nのほうが粒界偏析しにくいとい

う結果は妥当であるように思える。また，Petrovらによる
Fe-21Cr-6Ni-9Mn-1N合金を用いた調査 31）においては，Nが
ほとんど粒界に偏析しないことが報告されている。さらに
著者らが過去に実施したFe-25Cr-1.1N合金の粒界破面での
オージェ分光分析 32）においても，Nの粒界での濃度は最大
でも2倍程度にまでしか濃化しないことが確認されている。
先行研究のフェライト鋼ではCとNに関係なく，粒界偏

析量のみでkyや τcrを整理することができたが 2,3），本研究
で用いたオーステナイト鋼においては，粒界偏析量はCの
方がNよりも2.5倍程度多いにもかかわらず，kyや τcrには
ほとんど相違が現れていない。すなわち従来の考えに従え
ば，Nはオーステナイト粒界に対する偏析傾向がCよりも
弱いが，τcrを上昇させる効果がCよりも大きく，結果的に
kyに及ぼすC，Nの影響が同等に見えていることになる。本
研究においてNが臨界粒界せん断応力をより高めた理由
は，3・2節にて述べた粒内での固溶強化の場合と同様に，
粒界においてもN-Cr相互作用による I-S対が形成されてお
り，粒界での転位の生成・増殖が抑制されたと考えざるを
えない。残念ながら現状の解析技術では，そのような粒界
上での原子の挙動を実験的に解明することは極めて困難で
あるが，将来的には計算工学的手法を援用することで原子
論的な現象解明が期待される。

4.  結言

Fe-18 mass%Cr-12 mass%Ni合金をベースとしてCとNを
それぞれ単独で添加した各種オーステナイト系ステンレス
鋼を用いて，固溶強化および結晶粒微細化強化に及ぼすC
とNの影響について定量評価を行った。とくに結晶粒微細
化強化については，ナノインデンテーション試験で測定さ
れる転位生成・増殖に要する臨界応力（臨界粒界せん断応
力）の観点から，CとNの効果の相違について考察を行っ
た。得られた結論は以下の通りである。

Fig. 11. �C or N concentration in a grain boundary calculated 
by Hillert-Ohtani model in Fe-18%Cr-12%Ni-C or N 
alloys at 1473 K.

Fig. 10. �Relationship between square root of critical grain 
boundary shear stress (τcr

1/2) and Hall-Petch coefficient 
(ky).
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（1） 降伏応力から結晶粒微細化強化分を差し引いた摩擦力
においてCおよびNによる固溶強化量を比較すると，
Nによる固溶強化量が同濃度のCによる強化量を大き
く上回る。

（2） CおよびNを添加するとオーステナイト鋼のHall-
Petch係数は増大し，その傾向は添加量が同じ場合には
CとNでほとんど相違ない。したがって，結晶粒微細
化強化量に及ぼすCおよびN添加の影響はほぼ同等で
あると言える。

（3） 上記の2つの強化機構を定量化することで，本成分系
でのC添加鋼とN添加鋼の降伏強度を次式のように簡
易的に予測することができる。

（4） 粒界上でのナノインデンテーション試験により実測さ
れる臨界粒界せん断応力は，CおよびNを添加すると
増大する。この傾向はHall-Petch係数のCおよびN量
依存性と対応する。

（5） Hillert-Ohtaniモデルを用いたCとNの粒界偏析計算の
結果，Nの粒界偏析傾向はCよりも弱いと予想された。
それにも関わらずHall-Petch係数に及ぼすC，Nの影響
の差異が小さかったことから，臨界粒界せん断応力を
上昇される効果はNの方がCよりも大きいと考えられ
る。Cに比べてNが摩擦力や臨界粒界せん断応力を著
しく増大させる理由として，粒内や粒界におけるCrと
Nとの相互作用，すなわち I-S効果に起因する可能性が
高いが，今後の検討を要する。
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